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自己紹介
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地域密着
建設不動産業

全国各地
自治体

事業領域拡大、可能性拡大の支援
建設・不動産業が地域の活性化を
先導する担い手となるための啓発
活動を行う団体・協議会活動支援

「地域経営」に繋がる事業の支援
庁内のPPP対応人材の育成支援や
具体的な事業の可能性調査、企画
提案、運営支援（代行）

Regional Revitalization Partner
■新・建設業地方創生研究会

サポーター
■木造施設協議会

アドバイザー
■エンジョイワークス

新しい不動産業研究所 所長
■建設不動産企業コンサル

■株式会社マインドシェア
地域マーケティング
公民連携プロデューサー

■PPPサポーター（国交省）
■東洋大学大学院
公民連携専攻 客員教授



本日の話題

公共施設・公的空間を民間企業の新市場に

Yoppは新市場開拓の情報収集、学びの機会



PPPは民間事業の新市場につながるのか
行政/民間の役割分担に関する基本的理解



なぜPPPは民間事業の新市場につながるのか
行政/民間の役割分担に関する基本的理解

そもそも「市場」で十分に供給
できる財・サービスであれば、
市場で供給すべきである。

市場の役割



なぜPPPは民間事業の新市場につながるのか
行政/民間の役割分担に関する基本的理解

公共財 外部性
自然独占 情報非対称性

市場の失敗
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政府の役割



なぜPPPは民間事業の新市場につながるのか
行政/民間の役割分担に関する基本的理解

政府の失敗
社会構造変化 人口

減少 高齢化

技術革新等への
対応遅れ 生産性低下

財政/人材問題

ソフトバジェット

利益誘導・天下り

組織肥大化
非効率３セク等



なぜPPPは民間事業の新市場につながるのか
行政/民間の役割分担に関する基本的理解

市場の失敗

政府の失敗

２つの失敗をカバーしながら
官と民が「得意」をもちよって
公的サービスを持続的に提供

PPPの根本的な考え方



なぜPPPは民間事業の新市場につながるのか
行政/民間の役割分担に関する基本的理解

ルールに
基づく活動

合理性
基づく活動

地域や社会の
利益を目的

自社自組織の
利益を目的

PPPの前提
地域社会に必要な社会的取り組み
が効率的に行われている状態

官の「得意」 ：公益性
官の「得意」 ：合理性



ここまでのポイント
思い込みを捨てて”自分の仕事”に変える

社会構造や事業を取り巻く環境は常に変わる
公共施設管理や公的サービス提供は行政だけの仕事
だという「常識」を変えて、社会に必要なサービス
提供をより効果的・効率的にできる人がやる



新たなビジネスチャンス
民間事業者にとってのもう一つの意味



先ほどの横浜市からの話題の再確認
横浜市も直面している社会構造の変化



人口減少や高齢化による社会構造の変化によって
公共サービス提供体制も変わらざるを得ない
行政に税収不足,社会保障費負担増,人材不足の発生
重要かつ必要な業務の実施不安、担い手不足

公共サービス提供の新しい担い手
が求められている

先ほどの横浜市からの話題の再確認
横浜市も直面している社会構造の変化



横浜市の環境変化…PPPは行政を助けるもの？
そうではなく、自社の将来のため

PPPの推進は行政の都合ということ？

そうではありません



令和４年度（2022 年度）建設投資見通し
(令和4年10月国土交通省)

建設業界にとって重要な事業
である公共事業は同じ水準で
続くのか？



地価の高い地域で商売する理由

不動産業の付加価値創造や増大
（拡大）にとって地価の高さや
上昇は前提・不可欠な条件

地価を上げる地域活性化活動は
産業の商売環境を自分自身
で良くすること

→魅力的な使われ方が集積
→需給がタイトである
→人気がある
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令和4年版地方財政白書

固定資産税＋都市計画税
（固都税）47.7%
→地域の「価値」が
将来の財源に直結

“個人”市町村民税
37.5%

→どんな人が住むか
に左右される
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固定資産税＋都市計画税
（固都税）41.2%
需要と供給のバランスの
結果が地価

市民を集める地域にする
ためには公共サービスの
持続は必須要素

“個人”市町村民税
48.0%

今の納税者はいつまで
納税者なのか？

担税力の高い市民を
獲得し続けるためには
魅力的な公的サービス
の持続が重要・必要

令和4年横浜市税収見込み



ここまでのポイント
自身のための取り組みでもあるPPP/PFI
公共サービスの維持＝地域の（市場的）価値
の維持は官民の共通利益。
民間企業、とりわけ不動産業や建設業は地域のなか
にヒトモノカネが流れ「場の価値」が生じ高まって
はじめて付加価値を得る / 高めることができる
地域の衰退は地域の事業者の衰退の始まり



連携を始めてみる
Yoppの参加を機会に変える



PPPという新市場への対応
行政/民間の連携。基本的な手法と概念

Park PFI
*都市公園法



わからないことがわからない
を脱するための「場」として参加する

初めてのことで何から手をつけて良いか…
志はあるけれど自社では体制が整わない…
役割分担と言われても誰と組めば良いのか…



例えば
公共施設の維持管理、利用の可能性

横浜市公共施設マネジメント白書
（令和元年7月）より



例えば
公共施設の維持管理、利用の可能性

横浜市公共施設マネジメント白書
（令和元年7月）より

未来のチャンス、フィールドは見えていると
も言える
まずは「対話」から始めることで機会を掴む



まずは「連携」そして「実装」へ

個人間の関係創りをを振り返っても、良好な
人間関係は良好なコミュニケーションから
「官民間の連携」でも全く同じ
対話の中からより良い活動に仕立ててゆく、という
段階を前提とした「民間提案（協議、相談）」

Yopp は対話を始めるきっかけ、機会



維持管理、利用の可能性を広げる
民間提案制度窓口：共創フロント



本日のまとめ
PPP/PFIに取り組むために必要な姿勢
パブリックマインド
を持つ

新たな市場の担い手
は誰でも良いわけで
はない。社会に貢献
しようとする姿勢を
持つ企業市民の参画
が求められる

自分達の将来利益を
確保する

PPP的な取り組みを
始めることは地域の
価値を高めることを
通じ自社の将来利益
を高める活動である
と認識する
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